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第
二
十
四
条
の
二
十
二
中
「
中
小
企
業
障
害
者
多
数
雇
用
施
設
設
置
等
助
成
金
」
を
「
中
小
企
業
障
害
者
多
数
雇
用

施
設
設
置
等
コ
ー
ス
助
成
金
」
に
改
め
る
。

第
二
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
け
る
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
第
四
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
電
子
署
名
を
行
い
」
と
あ
る
の
は
、「
電
子
署
名

（
当
該
申
請
等
を
行
う
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
法
人
の
代
表
者
が
あ
ら
か
じ
め
地
方
税
法
施
行
規

則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
第
二
十
四
条
の
二
十
九
第
二
項
に
規
定
す
る
指
定
法
人
を
通
じ
て
、

地
方
団
体
の
長
に
当
該
申
請
等
の
提
出
の
委
任
に
関
す
る
届
出
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
委
任
を
受
け
た
者
（
当

該
法
人
の
役
員
及
び
職
員
に
限
る
。）の
電
子
署
名
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
行
い
」
と
す
る
。

第
二
十
四
条
の
二
十
九
第
三
項
に
後
段
と
し
て
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

こ
の
場
合
に
お
け
る
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
第
四
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
電
子
署
名
を
行
い
」
と
あ
る
の
は
、「
電
子
署
名

（
当
該
申
請
等
を
行
う
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
法
人
の
代
表
者
が
あ
ら
か
じ
め
地
方
税
法
施
行
規

則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
第
二
十
四
条
の
二
十
九
第
三
項
に
規
定
す
る
指
定
法
人
を
通
じ
て
、

地
方
団
体
の
長
に
当
該
申
請
等
の
提
出
の
委
任
に
関
す
る
届
出
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
当
該
委
任
を
受
け
た
者
（
当

該
法
人
の
役
員
及
び
職
員
に
限
る
。）の
電
子
署
名
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
行
い
」
と
す
る
。

第
二
十
四
条
の
三
十
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。

（
法
第
七
百
三
条
の
四
第
六
項
た
だ
し
書
及
び
第
八
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
補
正
方
法
）

第
二
十
四
条
の
三
十
の
二

法
第
七
百
三
条
の
四
第
六
項
た
だ
し
書
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
及
び
同
条
第
八

項
た
だ
し
書
の
固
定
資
産
税
額
等
の
補
正
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割
率
を
乗
じ

て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額
及
び
資
産

割
額
と
し
て
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額
、
資
産
割
額
、
被
保
険
者
均
等
割
額
の
合
算
額

の
総
額
又
は
当
該
世
帯
に
つ
き
算
定
し
た
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
計
額
（
次
項
に
お
い
て
「
補
正
前
の
国
民
健
康
保

険
税
の
基
礎
課
税
額
」
と
い
う
。）が
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
基
礎
課
税
限
度
額
（
次
項
に
お
い
て
「
基
礎
課
税
限

度
額
」
と
い
う
。）を
上
回
る
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
に
つ
い
て
、
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
又
は
固
定
資
産

税
額
等
を
減
額
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
均
衡
所
得
割
率
及
び
均
衡
資
産
割
率
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割
率
を

乗
じ
て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額
及
び

資
産
割
額
と
し
て
算
定
し
た
世
帯
主
に
対
す
る
補
正
前
の
国
民
健
康
保
険
税
の
基
礎
課
税
額
（
当
該
補
正
前
の
国
民

健
康
保
険
税
の
基
礎
課
税
額
が
基
礎
課
税
限
度
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
世
帯
主
に
対
す
る
国
民
健
康
保
険
税

の
基
礎
課
税
額
を
基
礎
課
税
限
度
額
と
し
て
計
算
し
た
基
礎
課
税
額
）
の
総
額
の
う
ち
所
得
割
総
額
及
び
資
産
割
総

額
が
、
そ
れ
ぞ
れ
法
第
七
百
三
条
の
四
第
三
項
の
標
準
基
礎
課
税
総
額
の
う
ち
所
得
割
総
額
及
び
資
産
割
総
額
に
等

し
く
な
る
よ
う
計
算
し
て
得
た
率
と
す
る
。

（
法
第
七
百
三
条
の
四
第
十
五
項
た
だ
し
書
及
び
第
十
六
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
補
正
方

法
）

第
二
十
四
条
の
三
十
の
三

法
第
七
百
三
条
の
四
第
十
五
項
た
だ
し
書
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
及
び
同
条
第

十
六
項
た
だ
し
書
の
固
定
資
産
税
額
等
の
補
正
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割
率
を

乗
じ
て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額
及
び

資
産
割
額
と
し
て
世
帯
に
属
す
る
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額
、
資
産
割
額
、
被
保
険
者
均
等
割
額
の
合

算
額
の
総
額
又
は
当
該
世
帯
に
つ
き
算
定
し
た
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
計
額
（
次
項
に
お
い
て
「
補
正
前
の
国
民
健

康
保
険
税
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
」
と
い
う
。）が
同
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課

税
限
度
額
（
次
項
に
お
い
て
「
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
限
度
額
」
と
い
う
。）を
上
回
る
世
帯
に
属
す
る
被
保
険

者
に
つ
い
て
、
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
又
は
固
定
資
産
税
額
等
を
減
額
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
均
衡
所
得
割
率
及
び
均
衡
資
産
割
率
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割
率
を

乗
じ
て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額
及
び

資
産
割
額
と
し
て
算
定
し
た
世
帯
主
に
対
す
る
補
正
前
の
国
民
健
康
保
険
税
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
（
当

該
補
正
前
の
国
民
健
康
保
険
税
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
が
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
限
度
額
を
超
え
る

場
合
に
は
、
当
該
世
帯
主
に
対
す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
を
後
期
高
齢
者
支
援
金
等

課
税
限
度
額
と
し
て
計
算
し
た
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額
）の
総
額
の
う
ち
所
得
割
総
額
及
び
資
産
割
総
額
が
、

そ
れ
ぞ
れ
法
第
七
百
三
条
の
四
第
十
二
項
の
標
準
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
総
額
の
う
ち
所
得
割
総
額
及
び
資
産

割
総
額
に
等
し
く
な
る
よ
う
計
算
し
て
得
た
率
と
す
る
。

（
法
第
七
百
三
条
の
四
第
二
十
三
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
十
四
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
補
正

方
法
）

第
二
十
四
条
の
三
十
の
四

法
第
七
百
三
条
の
四
第
二
十
三
項
た
だ
し
書
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
及
び
同
条

第
二
十
四
項
た
だ
し
書
の
固
定
資
産
税
額
等
の
補
正
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割

率
を
乗
じ
て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額

及
び
資
産
割
額
と
し
て
世
帯
に
属
す
る
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
つ
き
算
定
し
た
所
得
割
額
、
資
産
割
額
、
被

保
険
者
均
等
割
額
の
合
算
額
の
総
額
又
は
当
該
世
帯
に
つ
き
算
定
し
た
世
帯
別
平
等
割
額
の
合
計
額
（
次
項
に
お
い

て
「
補
正
前
の
国
民
健
康
保
険
税
の
介
護
納
付
金
課
税
額
」
と
い
う
。）が
同
条
第
二
十
三
項
に
規
定
す
る
介
護
納
付

金
課
税
限
度
額
（
次
項
に
お
い
て
「
介
護
納
付
金
課
税
限
度
額
」
と
い
う
。）を
上
回
る
世
帯
に
属
す
る
介
護
納
付
金

課
税
被
保
険
者
に
つ
い
て
、基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
又
は
固
定
資
産
税
額
等
を
減
額
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
均
衡
所
得
割
率
及
び
均
衡
資
産
割
率
は
、
補
正
前
の
基
礎
控
除
後
の
総
所
得
金
額
等
に
均
衡
所
得
割
率
を

乗
じ
て
得
た
額
及
び
補
正
前
の
固
定
資
産
税
額
等
に
均
衡
資
産
割
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
所
得
割
額
及
び

資
産
割
額
と
し
て
算
定
し
た
世
帯
主
に
対
す
る
補
正
前
の
国
民
健
康
保
険
税
の
介
護
納
付
金
課
税
額
（
当
該
補
正
前

の
国
民
健
康
保
険
税
の
介
護
納
付
金
課
税
額
が
介
護
納
付
金
課
税
限
度
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
世
帯
主
に
対

す
る
国
民
健
康
保
険
税
の
介
護
納
付
金
課
税
額
を
介
護
納
付
金
課
税
限
度
額
と
し
て
計
算
し
た
介
護
納
付
金
課
税

額
）
の
総
額
の
う
ち
介
護
納
付
金
課
税
被
保
険
者
に
係
る
所
得
割
総
額
及
び
資
産
割
総
額
が
、
そ
れ
ぞ
れ
法
第
七
百

三
条
の
四
第
二
十
項
の
標
準
介
護
納
付
金
課
税
総
額
の
う
ち
所
得
割
総
額
及
び
資
産
割
総
額
に
等
し
く
な
る
よ
う
計

算
し
て
得
た
率
と
す
る
。

附
則
第
二
条
の
四
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

情
報
通
信
技
術
利
用
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
前
項
の
表
の

の
上
欄

に
掲
げ
る
通
知
書
を
送
付
す
る
地
方
団
体
の
長
は
、
次
の
各
号
の
順
序
に
従
い
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

一

指
定
法
人
が
使
用
し
、
及
び
管
理
す
る
特
定
電
子
計
算
機
等
に
、
当
該
通
知
書
を
書
面
等
に
よ
り
送
付
す
る
と

き
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
を
送
信
す
る
こ
と
。

二

特
定
電
子
計
算
機
等
に
お
い
て
、
当
該
事
項
に
係
る
通
信
の
交
換
が
行
わ
れ
、
法
附
則
第
七
条
第
五
項
及
び
第

十
二
項
に
規
定
す
る
市
町
村
長
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
伝
送
さ
れ
る
こ
と
。

三

当
該
市
町
村
長
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
事
項
が
記
録
さ
れ
る
こ
と
。

附
則
第
三
条
の
二
の
十
九
中
「
中
小
企
業
障
害
者
多
数
雇
用
施
設
設
置
等
助
成
金
」
を
「
中
小
企
業
障
害
者
多
数
雇

用
施
設
設
置
等
コ
ー
ス
助
成
金
」
に
改
め
、
同
条
を
附
則
第
三
条
の
二
の
二
十
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え

る
。（

政
令
附
則
第
九
条
の
四
の
住
宅
性
能
向
上
改
修
住
宅
）

第
三
条
の
二
の
二
十
一

政
令
附
則
第
九
条
の
四
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
住

宅
性
能
向
上
改
修
住
宅
は
、
当
該
住
宅
性
能
向
上
改
修
住
宅
が
同
条
各
号
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

旨
を
証
す
る
書
類
を
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
六
項
に
規
定
す
る
改
修
工
事
対
象
住
宅
用
地
を
取
得
し
た
日
か
ら
二

年
以
内
に
、
同
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
の
申
告
の
際
に
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
証
明
が
さ

れ
た
住
宅
性
能
向
上
改
修
住
宅
と
す
る
。
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